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第１ 方針策定に当たって 

 

１ 策定の背景  

○ 国民健康保険は、日本の社会保障制度の中核である国民皆保険制度を支える重要

な基盤であり、被用者保険に加入する者等を除く全ての者を被保険者とする公的医

療保険制度である。 

 

○ しかし、国民健康保険（国民健康保険組合が運営するものを除く。以下同じ。）

は、無職者・非正規雇用労働者等の低所得者の加入者が多い、年齢構成が高いこと

等により医療費水準が高い、所得に占める保険料負担が重い、財政運営が不安定に

なりやすい小規模市町村が多いといった問題を抱えており、国保の運営は厳しい状

況に置かれている。 

 

○ このような状況を踏まえ、国が３，４００億円の財政支援の拡充を行うとともに、

平成２７年５月に成立した「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保

険法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第３１号）により、平成３０年度か

ら、都道府県が、市町村とともに国民健康保険の運営を担い、財政運営の責任主体

として安定的な財政運営や効率的な事業実施の確保等の国保運営について中心的

な役割を担うこととされた。 

 

○ 一方、市町村は、地域住民との身近な関係の中、被保険者の実情を把握した上で、

資格管理・保険給付の決定、保険料（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。

以下同じ。）の賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き担

うこととなる。 

 

 

２ 策定の目的  

○ 本方針は、県と市町村が共通認識を持って保険者としての事務を実施するととも

に、国民健康保険の安定的な財政運営及び市町村の事業運営の広域化や効率化を図

るために、県が策定する統一的な国民健康保険の運営に関する方針である。 

 

 

３ 位置付け  

○ 本方針は、平成３０年４月１日から施行される改正後の国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第８２条の２第１項の規定による

「都道府県国民健康保険運営方針」である。 
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○ なお、国民健康保険運営方針は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年

法律第８０号）第９条第１項に規定する都道府県医療費適正化計画との整合性を確

保することとされている（法第８２条の２第５項）。 

 

○ また、市町村は、本方針を踏まえた国民健康保険の事務の実施に努めることとさ

れている（法第８２条の２第８項）。 

 

 

４ 対象期間  

○ 本方針は、平成３０年４月１日から平成３６年３月３１日までの６年間を対象期

間とする。 

 

 

５ 検証・見直し  

○ 県は、本方針に基づく取組状況等を毎年度把握・検証し、市町村、千葉県国民

健康保険運営協議会及び関係機関等と情報共有を図るとともに、中間年（平成

３２年度）において、必要に応じた見直しを行う。  
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第２ 国民健康保険の現状、運営に当たっての基本的な考え方 

１ 国民健康保険の現状  

 

（１）被保険者数 

 

○ 本県の国民健康保険の被保険者数は、平成２４年度から減少しており、平成２

８年度は約１６０万人となっている。 

 

○ 国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、本県においては、今

後、総人口が減少するとともに、７５歳に到達することにより後期高齢者医療制

度へ移行する者の著しい増加が見込まれることから、被保険者数の減少は続いて

いくものと考えられる。 

 

[図表１] 被保険者数の推移 

 
【出典：国民健康保険実態調査報告（保険者票）】[平成２８年度は速報値] 

※ 各年度９月末時点の被保険者数 

 

[図表２] 千葉県の将来推計人口                      （単位：人） 

 
平成２２年 

（２０１０年） 

平成３７年 

（２０２５年） 
増減数 増減率 

総人口 6,216,289 5,987,027 ▲229,262 ▲3.7％ 
(０～６４歳人口) 4,876,998 4,189,262 ▲687,736 ▲14.1％ 

(６５～７４歳人口) 776,600 715,559 ▲61,041 ▲7.9％ 
(７５歳以上人口) 562,691 1,082,206 519,515 92.3％ 

【出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成２５年３月推計）】 
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（２）保険者規模 

 

○ 平成２９年８月末時点の県内の保険者数は５４団体であるが、そのうち被保

険者数が３，０００人未満の保険者は８団体で、平成２０年度と比較すると４

団体増えており、被保険者数の減少に伴い、財政運営が不安定になるリスクの

高い小規模団体が増加傾向にある。 

 

[図表３] 規模別保険者数の推移 

被保険者数 平成 20 年度 平成 29 年 8 月 

10 万人以上 5 団体 4 団体 
5 万人～10 万人 3 団体 2 団体 
1 万人～5万人 29 団体 29 団体 
3 千人～1万人 13 団体 11 団体 
3 千人未満 4 団体 8 団体 

【出典：千葉県国民健康保険事業年報・月報】 

    ※ 平成２０年度は年度平均の被保険者数により区分 

 

（３）単年度実質収支、決算補填等目的の法定外繰入、繰上充用 

 

○ 多くの市町村は、毎年度、多額の決算補填等を目的とした法定外繰入を行う

ことで単年度収支の均衡を図っており、単年度実質収支は恒常的に赤字となっ

ている。 

 

○ また、平成２８年度において、３団体が当該年度の収入の不足により繰上充

用を行っている。 

 

  [図表４] 財政収支等の状況               （単位：百万円） 

 平成 20 年度 平成 24 年度 平成 28 年度 

単年度収支差引額 

(赤字団体数) 

814 
（23） 

3,638 
(20) 

4,492 
(18) 

決算補填等目的の 

法定外繰入額 

(実施団体数) 

18,750 
(27) 

15,961 
(30) 

11,931 
(24) 

単年度実質収支 

(赤字団体数) 

▲17,935 
（34） 

▲12,323 
(33) 

▲7,439 
（30） 

繰上充用額 

(実施団体数) 

1,849 
（1） 

11,592 
(1) 

5,869 
（3） 

【出典：千葉県国民健康保険事業年報】[平成２８年度は速報値] 

※本方針においては、「単年度実質収支＝単年度収支差引額－算補填等目的の法定外繰入額」としている。 

 



 

- 5 - 
 

（４）保険料の賦課方法及び収納率 

 

○ 賦課方式（医療分）は、１団体が２方式（所得割・均等割）、３７団体が３方式

（所得割・均等割・平等割）、１６団体が４方式（所得割・均等割・平等割・資産

割）を採用している。 

 

○ 賦課割合（医療分）は、応能割が５８％を占めており、所得に応じた賦課が多

い。 

 

○ 国民健康保険法に基づく保険料を賦課しているのは１１団体、地方税法に基づ

く保険税を賦課しているのは４３団体となっている。 

 

○ 保険料収納率（現年分）は、平成２２年度以降は上昇しており、平成２８年

度は８９．９７％であるが、平成２７年度においては全国平均を１．９２ポイ

ント下回っており、全国順位は４５位と低迷している。 

 

 

[図表５] 保険料の賦課方法・収納率等に関する状況（平成２８年度） 

項目 状況 

賦課方式（医療分） 

2 方式： 1 団体 

3 方式：37 団体 

4 方式：16 団体 

応能割・応益割の割合（医療分） 57.7:42.3 

所得割・資産割・均等割・平等割 

の割合（医療分） 
57.1：0.7：26.6：15.7 

賦課限度額（医療分） 
政令限度額どおり： 40 団体 

政令限度額未満 ： 14 団体 

保険料・保険税の別 料方式：11 団体 税方式：43 団体 

告示方式・明示方式の別 告示方式：3団体 明示方式：51 団体 

保険料調定額（現年分） 1,558 億円 

保険料収納額（現年分） 1,402 億円 

保険料収納率（現年分） 89.97％ 

保険料軽減世帯数 464,266 世帯 

保険料減免状況 

実施保険者数：53 団体 

減免世帯数：40,680 世帯 

減免総額：467,136 千円 

【出典：千葉県国民健康保険事業年報】[速報値] 
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[図表６] 保険料収納率（現年分）の推移 

 
【出典：国民健康保険事業年報】[平成２８年度は速報値] 
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（５）1 人当たり医療費 

 

○ 1 人当たり医療費は、医療の高度化や高齢化の進展等により年々増加してお

り、平成２８年度は３２４，６６６円となっている。 

 

○ 全国と比較すると低い水準であるが、伸び率は全国平均を上回る水準で推移

しており、全国との差は徐々に縮まっていくものと見込まれる。 

 

[図表７] １人当たり医療費の推移 

 
【出典：国民健康保険事業年報】[平成２８年度は速報値] 

 

[図表８] １人当たり医療費の伸び率の推移

 

【出典：国民健康保険事業年報】[平成２８年度は速報値] 
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（６）医療費適正化等の取組状況 

 

 ○ 特定健診、特定保健指導やデータヘルス計画の策定など、概ね全国平均並み 

の取り組みとなっている。 

 

[図表９]  医療費適正化等の取組に関する状況（平成２７年度） 

項目 
千葉県 

【実施・策定割合】 

全国 

【実施・策定割合】 

特定健診受診率 38.7％ 36.3％ 

特定保健指導実施率 20.2％ 25.1％ 

メタボリックシンドローム 

該当者割合 
16.5％ 16.9％ 

メタボリックシンドローム 

予備群該当者割合 
10.7％ 10.6％ 

データヘルス計画策定状況 
33 団体【61.1%】 

（28 年 7 月 1 日時点） 

1,131 団体【65.9%】 

（28 年 7 月 1 日時点） 

医療費通知実施状況 54 団体【100%】 1,680 団体【97.9%】 

後発医薬品差額通知実施状況 52 団体【96.3%】 1,587 団体【92.5%】 

後発医薬品使用割合（数量ベース） 
64.04％ 

（28 年 3 月分） 

63.09％ 

（28 年 3 月分） 

レセプト点検効果額（１人当たり） 1,291 円 1,866 円 

レセプト点検効果率 0.51％ 0.67％ 
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（７）まとめ 

 

ア 被保険者等の状況 

○ 被保険者数は平成２４年度以降、減少に転じており、今後も減少が続くこと

が見込まれる。 

〇 財政運営が不安定となるリスクの高い小規模団体の増加が見込まれる。 

 

⇒ 保険者規模の縮小による財政リスクの増加への対応が必要。 

 

 

イ 国保財政、保険料収納率の状況 

○ 市町村国保特別会計の単年度実質収支は恒常的に赤字であり、多額の決算補

填等を目的とした法定外繰入が行われている。 

○ 繰上充用の額は年々減少してきているが、依然、多額の繰上充用が行われて

いる。 

○ 収納率は平成２２年度以降、上昇を続けているが、全国と比較するとまだ低

い。 

 

⇒ 計画的に財政収支の改善を図るとともに、効果的な収納対策を継続すること

が必要。 

 

 

ウ 医療費の状況 

○ 1 人当たり医療費は年々増加しており、医療の高度化や被保険者の高齢化の進

展等のため、今後も増加することが見込まれる。 

〇 なお、本県においては、国保加入者は各年齢層で減少するものの、後期高齢

者の著しい増加が見込まれるところであり、医療保険全体を見越した対策が必

要である。 

 

⇒ 医療費適正化の取組等により、伸び幅を抑制することが必要。 
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２ 運営に当たっての基本的な考え方  

 

（１）基本的な考え方 

 

〇 本県の国民健康保険の運営は、今後も厳しい状況が続くことが見込まれるた

め、国民健康保険に関わる各主体は、「持続可能な国民健康保険制度を目指す」

ことを基本理念として共有するものとする。 

 

 

 

 

 

（２）国保運営上の各主体の役割 

 

ア 被保険者（県民）の役割 

○ 社会保障制度の中核をなす国民皆保険の最後の砦である国民健康保険制度

は、保険料や公費等を財源に保険給付を行うことで被保険者の医療費の負担を

支え合っていることから、国民健康保険制度を維持していくための主要な財源

の一つである保険料を適切に納付する。 

 

○ 自ら健康の保持増進に努めるとともに、特定健診等を積極的に受診し、自ら

の健康情報を把握し、早期治療・予防に努める。 

 

○ かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つなど、医療機関等

の機能に応じた受診や残薬管理等に努める。また、平日の診療時間内に受診可

能であるのに、夜間・休日急病診療所を受診することや、同じ病気でいくつも

の医療機関等を受診することを差し控えるなど、適切な受診に努める。さら

に、後発医薬品の使用に関して医師・歯科医師・薬剤師に相談し、積極的な使

用を心掛ける。 

 

イ 保険医療機関等の役割 

 ○ 医療等を受ける者の心身の状況に応じた良質かつ適切な医療等を提供する。  

 

○ 関係法令・通知等の定めるところにより、診療報酬等（受領委任を受けて請

求する柔道整復師、はり師、きゅう師及びあん摩マッサージ・指圧師の施術に

係る療養費を含む）を適正に請求する。 

 

（基本理念）持続可能な国民健康保険制度の運営を目指して 
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○ 地域における病床機能の分化や連携の推進に協力するとともに、市町村等が

行う保健事業や地域包括ケアシステムの構築のための施策等への積極的な協力

や支援を行う。 

 

ウ 国民健康保険団体連合会の役割 

○ 診療報酬等の審査支払業務を適切かつ確実に実施するとともに、市町村等が

行う事務の共同処理、ＫＤＢデータ等の積極的な提供、研修の実施等により、

市町村等が担う事務の質的向上や効率化を図る。 

 

エ 市町村の役割 

○ 国民健康保険の保険者として、資格管理、保険給付、賦課・徴収、保健事業

等の地域に密着した事業を引き続き担い、被保険者の個々の事情に応じたきめ

細かい対応を行う。 

 

○ 被保険者の健康保持や疾病予防を支援するとともに、地域の特性に応じた地

域包括ケアシステム構築に積極的に関与する。 

 

オ 県の役割 

○ 市町村とともに国民健康保険の保険者となり、国民健康保険の財政運営の責

任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業の実施の確保などの事業運営

において中心的な役割を担う。 

 

〇 市町村に対して技術的助言や研修、情報提供等を行うことにより、市町村の

取組を支援する。 

 

〇 「千葉県保健医療計画」、「千葉県における健康福祉の取組みと医療費の見通

しに関する計画」（医療費適正化計画）、「健康ちば２１」、「千葉県高齢者保健福

祉計画」、「千葉県障害者計画」等に掲げる関連施策との連携及び関係機関との

協力を図る。 

 

 

（３）国への働きかけ 

 

○ 国民健康保険の抱える構造的な問題は、今回の制度改正によって解決したわ

けではなく、特に、今後の医療費の増加に耐えうる財政基盤の確立は大きな課

題である。 

 

○ 県及び国民健康保険に関わる主体は、様々な機会をとらえて、地域の抱える

課題及びその対応について、国に提言・要望し、持続可能な国民健康保険制度

の構築に向けた働きかけを行う。 
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第３ 今後の取組（各論） 

 

１ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し  

 

（１）医療費等の見通し 

 

ア 総論 

○ 少子高齢化の進展や医療の高度化等に伴い、国保被保険者の減少や１人当たり

医療費の増加等が見込まれる中、中長期的に安定的な国保財政の運営を図ってい

くための参考として、被保険者数や医療費等に関する将来の見通しを示す。 

 

イ 被保険者数の見通し 

○ 近年の国保被保険者数の動向や将来推計人口等を参考に、いわゆる団塊の世代

が７５歳以上の後期高齢者となる平成３７年度までの国保被保険者数の推計を

行ったところ、平成２８年度と比較して、平成３７年度の被保険者数は約３１万

人（１９．３％）減少することが見込まれる。 

 

[図表１０] 被保険者数の見通し 

 

 

 

ウ 医療費の見通し 

○ 近年の医療費の動向や上記イで推計した国保被保険者数を基に、平成３７年度

までの医療費の推計を行ったところ、平成２８年度と比較して、平成３７年度の

１人当たり医療費は約５５，０００円（１６．９％）増加し、医療費総額は約２

９６億円（５．６％）減少することが見込まれる。 
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[図表１１] 医療費の見通し 

 

  

[図表１２] 被保険者数・医療費の見通し 

区分 平成 28 年度 平成 32 年度 平成 35 年度 平成 37 年度 

被保険者数(千人) 1,613 1,431 1,350 1,302 

1 人当たり医療費(円) 324,666 358,773 371,099 379,669 

医療費総額(億円) 5,241 5,135 5,010 4,945 

※ 平成２８年度は速報値 
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【被保険者の推計方法】 

○ ５歳階級別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所[平成２５年３月推計]）に５歳階級別 

推計国保加入率を乗じて算出。 

※ ５歳階級別推計国保加入率は、平成２８年度の５歳階級別被保険者数を基に、平成３０年度までは 

社会保険適用拡大の影響等を加味した加入率の調整を行い、平成３１年度以降は平成３０年度の推計 

国保加入率で固定。 

 

【医療費の推計方法】 

（１人当たり医療費の推計） 

○ 平成２８年度の「未就学児」、「前期高齢者」、「未就学児・前期高齢者以外」の３区分の 1人当たり 

医療費を基に、直近３ヵ年（平成２６年度～平成２８年度）の平均伸び率を乗じて算出。 

※ 各区分の被保険者数は、５歳階級別推計被保険者数を基に算出。 

 

（医療費総額の推計） 

○ 各区分の推計１人当たり医療費に各区分の推計被保険者数を乗じて算出した医療費を合算して算出。 
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（２）財政運営に係る基本的な考え方と取組 

 

 ア 総論 

○ 国保財政を安定的に運営していくためには、必要な支出を保険料や国庫負担金

等で賄うことにより、国民健康保険特別会計において単年度の収支が均衡してい

ることが原則である。 

 

イ 市町村の国民健康保険特別会計に係る基本的な考え方 

○ 従来、市町村は、個々の市町村ごとの保険給付費等から国庫負担金等の公費等

による収入を控除して算出した保険料収納必要額を集めるために必要な保険料

率を設定していたが、平成３０年度以降は、県全体の保険給付費等から公費等に

よる収入を控除して算出した保険料収納必要額を基に、県が市町村ごとに割り当

てる国保事業費納付金を納付するために必要な保険料率を設定することが基本

となる。 

 

○ 県は、各市町村が保険料率を決定する際の参考となる標準保険料率を示すが、

市町村は、標準保険料率を参考としつつ、地域の実情を考慮した上で、国民健康

保険特別会計における収支が均衡するように実際に賦課する保険料率を決定す

ることとなる。 

 

○ 現在の市町村の国民健康保険特別会計の収支状況をみてみると、決算補填等の

ための法定外の一般会計繰入により、多くの市町村が実質的な赤字となっている。

また、一部の市町村では国民健康保険特別会計の単年度収支不足による繰上充用

が行われていることから、実質的な財政収支の改善を図ることが重要である。 

 

○ 市町村において行われている法定外の一般会計繰入の内訳をみてみると、その

目的に応じ、 

 ・ 決算補填等を目的としたもの 

 ・ 保健事業に係る費用についての繰り入れなどの決算補填等目的以外のもの 

  に分類できる。 

 

○ このうち、「決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入額」及び「繰上充用金」

を解消または削減すべき対象としての「赤字」とする。 

 

○ 決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入は、保険給付と保険料負担の関係

性が不明瞭となること、また、被保険者以外の住民に負担を求めることとなるこ

となどから、解消・削減を図るべきである。しかしながら、法定外一般会計繰入

の早急な解消・削減は、被保険者の保険料負担の急激な増加につながる場合もあ

ることから、地域の実情を十分に勘案し、計画的に行う必要がある。 

 



 

- 15 - 
 

○ このため、市町村は、決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入について、

その必要性や額の妥当性等を改めて整理・検討した上で、保険料収納率の向上、

医療費適正化の取組等の推進や県が提示する標準保険料率を参考に適正な保険

料率を設定すること等により、住民の理解を得ながら、計画的な解消・削減に努

める。  

 

○ また、平成２９年度以降の繰上充用金の増加分については、発生した会計年度

の翌年度内に計画を策定し、原則として発生した会計年度の翌々年度までに解消

を図る。 

 

○ なお、平成２８年度以前の繰上充用金（平成２８年度以前の累積赤字）につい

ては、平成３０年度に計画を策定し、原則として本方針の対象期間内での解消に

取り組む。 

 

○ 県は、毎年度、各市町村の国民健康保険特別会計の状況を適切に把握し、必要

に応じて助言等を行うことにより、市町村の国保財政の安定的な運営の推進を図

る。 

 

ウ 県の国民健康保険特別会計に係る基本的な考え方 

 ○ 県に新たに設置する国民健康保険特別会計も同様に、必要な支出を国保事業費

納付金や国、県などの公費等で賄うことにより、単年度の収支が均衡しているこ

とが原則である。 

 

 ○ 具体的な財政運営に当たっては、市町村における事業運営が健全に行われる

ことも重要であるため、市町村の財政状況をよく見極めた上で、収支均衡のと

れた財政運営に努める。 

 

 

（３）財政安定化基金の運用 

 

ア 財政安定化基金の趣旨 

○ 国保財政の安定化のため、医療費の増加や保険料の収納不足等により財源不

足となった場合に、一般財源からの財政補填等を行う必要がないよう、以下の

場合に資金の貸付・交付を行うものである。  

 ・ 保険料の収納が不足する市町村に対して資金の貸付を行う。 

 ・ 特別な事情により保険料の収納が不足する市町村に対して資金の交付を行

う。 

 ・ 医療費の増加等により県の国民健康保険特別会計に財源不足が生じた場合

に、県に資金の貸付（県の国民健康保険特別会計への繰入れ）を行う。 
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イ 交付を行う場合の「特別な事情」の基本的な考え方 

○ 多数の被保険者の生活に影響を与える災害が発生した場合等の予算編成時に

見込めなかった事情により、収納額が低下し、財政収支の不均衡が生じた場合

とする。 
  
ウ 交付を行う場合の交付額の算定の考え方 

○ 県が、交付を受ける市町村の「特別な事情」や元々の収納率の設定状況等に

応じて、その交付の範囲を財源不足額の２分の１以内で適切に決定する。 
 
エ 交付を行った場合の市町村の補填の考え方 

 ○ 交付を行った場合の補填方法は、国、県及び市町村がそれぞれ３分の１ずつ

を補填することとされている。このうち、市町村が行う補填については、交付

を受けた当該市町村が補填することを原則とする。 
 
オ 激変緩和への活用の考え方（平成３５年度までの特例） 

 ○ 上記アの本来の目的として活用される部分とは別に、平成３５年度までの特

例として、国保事業費納付金制度の導入等に伴う被保険者の保険料負担の急激

な増加を緩和するために、財政安定化基金を活用できることとされており、県

は、激変緩和措置を講じる際に、財政安定化基金の特例分を最大限活用する。 

 
 
（４）県繰入金（法第７２条の２第１項）の活用 

 

 ○ 県は、医療給付費等の９％相当額を県の一般会計から国民健康保険特別会計

に繰り入れ、その一部は特別交付金として各市町村の特殊な事情に応じた財政

の調整等を行うために活用し、残りの額は県全体の国保事業費納付金として集

めるべき額に充当する。 

 

 ○ 県繰入金（特別交付金分）の交付に当たっては、個々の市町村の財政安定化

や本方針に定める取組の推進等を図るため、保険者努力支援制度における評価

指標等も考慮しつつ、適切に交付基準等の設定を行う。 

 

 ○ また、国保事業費納付金制度の導入等に伴う被保険者の保険料負担の急激な

増加を緩和するため、県繰入金の一部を活用する。 
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２ 保険料の標準的な算定方法   

 

（１）総論 

 

 ア 趣旨  

 ○ 県が国保の財政運営の責任主体となることに伴い、市町村は、県が保険給付費

等交付金、後期高齢者支援金、介護納付金等を支払いに要する費用に充てるため

の原資の一部として、市町村ごとに割り当てられた国保事業費納付金を県に納付

することとされた。 

 

 ○ また、平成３０年度以降も、保険料率の決定は引き続き各市町村が行うことと

なるが、県は、市町村が保険料率の決定を行う際の参考として、標準保険料率を

算定・公表することとされている。 

 

○ 県は、保険料算定方式や標準的な収納率等の国保事業費納付金・標準保険料率

の算定において必要となる事項の標準を定めるほか、国のガイドライン（「国民健

康保険事業費納付金及び標準保険料率の算定方法について」）で示された算定方

法を原則とし、国保事業費納付金・標準保険料率を算定する。 

 

○ なお、標準保険料率の算定に当たっては、県内統一の算定方法に基づき算定す

る市町村標準保険料率とは別に、各市町村が実際に採用している算定方法に基づ

く標準保険料率の算定も併せて行う。 

 

 イ 保険料率の設定に係る基本的な考え方 

 ○ 本県においては、市町村間の医療費水準や保険料収納率等に格差が存在するこ

とから、医療費適正化や収納率向上へのインセンティブを確保するため、国保事

業費納付金・標準保険料率の算定に当たって、市町村ごとの医療費水準や収納率

等の実績を反映させる。 

 

 ○ なお、一部の市町村から、県内市町村の保険料水準の統一を目指すべきとの意

見もあったことから、将来的な保険料水準のあり方については、引き続き検討し

ていく。 

 

（２）国保事業費納付金の算定方法 

 
ア 配分方式 

○ 納付金の各市町村への配分方式は、医療分、後期高齢者支援金及び介護納付

金分それぞれ２方式（所得割・均等割）とする。 
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イ 医療費水準の反映割合（医療費水準反映係数αの設定） 

○ 医療分の納付金の各市町村への配分に当たっては、市町村ごとの年齢構成の差

異を調整した医療費水準を全て反映させる（α＝１とする）。 

 

ウ 応能割分・応益割分の配分割合（所得係数βの設定） 

○ 納付金総額の応能割分と応益割分の配分割合は、医療分、後期高齢者支援金分

及び介護納付金分それぞれ全国平均の所得水準を１とした場合の本県の所得水

準に応じて毎年度設定される係数（所得係数β）により決定する（応能割：応益

割＝β：１となる）。 

 

エ 賦課限度額の設定 

○ 賦課限度額は、医療分、後期高齢者支援金分及び介護納付金分についてそれぞ

れ国が政令で定める限度額と同額とする。 

 

（３）標準的な保険料の算定方法 

 

ア 標準的な算定方式 

○ 標準的な保険料の算定方式は、医療分、後期高齢者支援金及び介護納付金分

それぞれ２方式（所得割・均等割）とする。 

 

イ 標準的な収納率 

○ 標準的な収納率については、各市町村の収納率の実績を踏まえ、市町村別に

毎年度設定する。 

 

 

（４）保険料負担の激変緩和 

 

○ 平成３０年度からの国保事業費納付金制度の導入等に伴い、保険料負担が急

激に増加することのないよう、県繰入金、財政安定化基金の特例分及び国の調

整交付金における暫定措置（追加激変緩和）を活用し、一定の基準を設けて激

変緩和措置を講じる。 

 

  



 

- 19 - 
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- 21 - 
 

３ 保険料の徴収の適正な実施   

 

（１）収納対策 

 

ア 総論 

 ○ 国保の財政運営の安定化及び被保険者間の公平性を図る観点から、適正に保険

料の賦課・徴収、資格管理、滞納処分等を行うことは重要な取組である。また、

滞納処分等の実施に当たっては、被保険者の所得や生活状況など個々の実情を十

分に勘案して、適切な取扱いをすることが重要である。 

 

 

イ 市町村の取組 

○ 地域の実情を考慮しつつ、本方針に掲げる目標収納率の達成及び更なる収納率

の向上に向けて、以下の取組などを行う。 
・ 納付方法の多様化（口座振替の促進、ペイジー導入、コンビニ収納委託、 
クレジットカード納付の導入等） 

・ 納付勧奨の実施（コールセンターの設置、嘱託職員の配置・活用等） 
・ 個々の状況に応じたきめ細やかな納付相談の実施（滞納者への早期接触、 
短期被保険者証や資格証明書の活用等） 

  ・ 個々の実情を十分に勘案した適切な減免制度の運用 
・ 長期未展開事案への対応 
・ 法定軽減措置を適切に実施するための所得未申告者への申告勧奨 
・ 生活困窮者担当部局など庁内関係部局等との連携 

 
  
ウ 県の取組 

○ 県民の保険料納付意識の向上を図るとともに、市町村が行う収納対策を支援す

るため、以下の取組などを行う。 
・ 収納率向上に向けた市町村への指導・助言 
・ 研修や講習会等の実施による市町村職員の能力向上や好事例の共有 
・ 国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）が設置する収納率向上 
アドバイザーによる市町村への実地指導・助言の実施との連携 

・ ちば国保月間を活用した効果的な広報等の実施 
・ 収納率の向上及びその実現に向けた取組に応じた県繰入金の交付 
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（２）目標収納率 

 
○ 市町村における保険料の徴収の適正な実施を促すため、県は保険者規模別の

目標収納率を設定し、市町村は目標収納率の達成に向けて収納率の向上に努め

る。 
 
○ 目標収納率は、本方針の対象期間の最終年度（平成３５年度）に、保険者努

力支援制度（平成３０年度分）の「収納率向上に関する取組」に関する評価指

標における全自治体上位５割に当たる収納率を達成することを目指し、以下の

とおり設定する。 
 
○ また、現状では、目標収納率と県平均収納率には乖離がみられることから、

段階的な収納率向上を目指し、本方針の対象期間の中間年度（平成３２年度）

の目標数値も併せて設定する。 
 
○ 目標収納率を達成した市町村は、独自の目標を設定するなど、更なる収納率 
向上に取り組む。 

 
  [図表１３] 目標収納率（現年分） 

保険者規模（被保険者数） 目標収納率 
平成３２年度までの 

目標数値 
１万人未満 ９５．４３％ ９３．８４％ 
１万人以上５万人未満 ９３．０２％ ９１．５９％ 
５万人以上１０万人未満 ９０．５０％ ９０．００％ 
１０万人以上 ９０．３９％ ９０．１５％ 

※ 保険者規模は、年度平均被保険者数により区分する。 
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４ 保険給付の適正な実施  

 

ア 総論 

 ○ 保険給付は、保険制度における基本的事業であり、法令に基づく統一的なル

ールの下に確実に行われ、必要な者に必要な保険給付が着実になされることが

重要である。 

 

 

イ 市町村の取組 

○ 診療報酬等の適正な支払いを確保するため、レセプト（療養費支給申請書を

含む）点検の充実・強化を行う。 

 

○ 交通事故等の第三者の不法行為の結果生じた給付に対する求償権を適切に行

使するため、第三者求償事務に係る数値目標を設定し、ＰＤＣＡサイクルによ

る取組の強化を行う。 

 

○ 平成３０年度以降、被保険者に県内市町村間の住所の異動があった場合で

も、世帯の継続性が保たれている場合には高額療養費の多数回該当に係る該当

回数を通算することとなるため、以下の場合に世帯の継続性があるものと判定

することとし、国保情報集約システムを活用しながら、該当回数の把握等を適

正に行う。 

 ① 単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、世帯の

継続性を認める。 

② 世帯分離、世帯合併による一の世帯で完結しない住所異動（他の世帯からの

異動による国保被保険者の数の増加や、他の世帯への異動による国保被保険者

の数の減少をいう。）の場合には、異動後の世帯主が異動前に世帯主として主

宰していた世帯との継続性を認める。 

 

 

ウ 県の取組 

○ 市町村に対して定期的・計画的な指導・助言を行い、レセプト点検や第三者

求償事務の取組の充実・強化を支援する。 

 

○ 平成３０年度以降も保険給付の実施主体は引き続き市町村であることから、

レセプト点検は一義的には市町村が実施することとなるが、県は、法第７５条

の３から第７５条の６までの規定に基づき、広域的・専門的な見地から市町村

が行った保険給付の点検等を行うことも可能となるため、平成３１年度中に点

検等を本格的に実施することを目指して、市町村や国保連等と検討を進め、点

検等を効果的・効率的に実施するための体制を構築していく。 
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○ 被保険者資格喪失後の受診により発生する返還金の保険者間調整に係る事務

負担の軽減等について、市町村と全国健康保険協会・各健康保険組合等の被用

者保険との間の課題や情報の共有ができるように調整を行う。 

 

○ 保険診療等の質的向上及び適正化を図るため、引き続き関東信越厚生局千葉

事務所と連携して保険医療機関等の指導等を行う。 

 

○ 保険医療機関等に対する監査等の結果により判明した不正利得のうち、①返

還先が県内の複数の市町村にまたがり、かつ、②相手方が保険医療機関として

の指定の取消しを受け、③破産状態または資力がない場合など、返還金の回収

に法的手続き等が必要と想定される案件について、県が一括して事務を受託し

て対応するなどの取組の実施に向けて、市町村と検討を進め、効果的・効率的

に返還金の回収等を実施するための体制を構築していく。 
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５ 医療費の適正化の取組  

   

ア 総論 

 ○ 国民健康保険の医療費は、今後も、医療の高度化や被保険者の高齢化の進展

等により増加していくことが見込まれており、将来にわたって安定的な財政運

営を続けていくためには、歳出の中心である医療費の適正化に取り組むことが

重要である。 

 

 

イ 市町村の取組 

○ 特定健康診査及び特定保健指導の受診率向上のため、以下の取組などを行う。 

・ 未受診者に対する文書や電話等による効果的な受診勧奨 

・ 社会資源、地域組織を活用したポピュレーションアプローチ 

・ 住民の健康意識を高めるための普及啓発 

 

○ 後発医薬品の使用促進を図るため、以下の取組などを行う。 

・ 後発医薬品使用希望カード等の配布 

・ 後発医薬品差額通知の効果的な実施 

 

○ 効果的な保健事業の推進を図るため、特定健診結果やレセプト情報、国保デ

ータベース（ＫＤＢ）システム等の健康・医療情報を活用し、データヘルス計

画を策定した上で、保健事業の実施及び評価を行う。 

 

○ 糖尿病等の治療中断者への働きかけや、治療中の加入者に対して医療機関等

と連携して重症化を予防するための保健指導等を行う。 

 

○ 地域の医療関係者等との連携の下、重複・頻回受診者の健康管理や医療に対

する意識を深めるため、保健師や看護師等による訪問指導、残薬確認や、特定

健康診査及び特定保健指導の機会を活用した指導・助言を行う。 

 

○ ヘルスケアポイント事業の実施など、被保険者の自主的な健康管理を促すイ

ンセンティブの提供を行う。 

 

○ 特定健診等の受診者に対し、ＩＣＴ等の活用による、わかりやすい健診結果

等の情報提供を行う。 
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ウ 県の取組 

○ 県民に対して広報を行い、特定健診等の受診促進や後発医薬品の普及促進を

図る。 
 
○ 医療機関や関係団体等に対し、市町村が行う医療費適正化の取組が円滑かつ

効率的に実施されるように必要な協力依頼や広報等を行う。 

 

○ 国保データベース（ＫＤＢ）システムなどの医療関係データを活用し、医療

費の分析や健康課題の把握等を行い、関連施策と連携して医療費適正化の取組

を推進する。 

 

○ 市町村に対して定期的・計画的な指導・助言を行うとともに、研修・講習会

等を実施し、好事例の共有や市町村職員の能力の向上を図るとともに、県繰入

金を活用し、特定健診等の受診率向上の取組や保健事業・重症化予防の充実・

強化を支援する。 

 

○ 糖尿病性腎症の重症化予防について、市町村と医療機関等が連携して受診勧

奨や保健指導を行う体制を構築するため、糖尿病性腎症重症化予防プログラム

を策定するとともに、市町村の取組が円滑かつ効果的に推進されるように医師

会、糖尿病対策推進会議等との連携体制を構築していく。 
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６ その他  

  

（１）市町村が担う事務の効率的な運営の推進 

 

○ 県及び国保連は、現在実施している事務の共同実施の取組を引き続き行ってい

くとともに、市町村等と調整の上、更なる事務の効率化に向けた検討を行う。 

 

 ○ なお、国における医療機関等の窓口におけるオンライン資格確認や医療等ＩＤ

を用いた医療情報等の連携の仕組みの構築、審査支払機関における診療報酬審査

業務のあり方の見直しなど、新たな制度の検討の動きを注視しつつ、個人情報の

取扱いに十分配慮しながら、事務の効率化などの検討を進めていく。 

 

 

（２）保険者努力支援制度の活用 

 

 ○ 保険者努力支援制度は、被保険者の健康づくり、医療費の適正化、国保財政の

健全化等に向けた努力を行う保険者を客観的な指標で評価し、支援金を交付する

ことで、保険者の取組を支援する国の制度である。 

 

 ○ 県及び市町村は、保険者努力支援制度の活用を図りながら、被保険者の更なる

健康増進や財政基盤の強化に努める。 

 

 

（３）保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 

 

○ 県は、国民健康保険事業の健全な運営を図るため、医療提供体制の確保や地

域包括ケアシステムの構築に向けた取組の重要性に留意し、「千葉県保健医療

計画」、「千葉県における健康福祉の取組みと医療費の見通しに関する計画」（医

療費適正化計画）、「健康ちば２１」、「千葉県高齢者保健福祉計画」、「千葉県障

害者計画」等に掲げる関連施策との連携及び関係機関との協力を図る。 

 

○ また、市町村に対しても、国保部門と介護部門、衛生部門等との連携が一層

図られるよう、必要な助言や研修、情報提供等の支援を行う。 

 

○ 特に、「千葉県における健康福祉の取組みと医療費の見通しに関する計画」（医

療費適正化計画）において、県及び市町村が国保保険者として取り組むべきとさ

れている事項について、目標の達成に努める。 
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（４）被用者保険等との連携 

 

○ 国保と全国健康保険協会・各健康保険組合等の被用者保険との間の課題の共有

や保健事業、医療費適正化等の取組の推進を図るため、千葉県保険者協議会や健

康ちば地域・職域連携推進協議会等の場を通じて必要な連携を図る。 

 

 ○ また、現在、各保険者がそれぞれ実施している健康づくりの取組や後発医薬品

の使用促進を図るための広報等を、各保険者が連携し、共同で、または同時期に

実施するなど、より効果的・効率的な取組の推進について、各保険者とともに検

討していく。 

 

 

（５）施策の効率的な実施のための取組 

 

○ 本方針に関する事項については、必要に応じて県と市町村等で構成する連携会

議等を開催し、市町村等との情報共有及び調整等を図る。 

 

○ また、本方針に基づく取組状況等については、千葉県国民健康保険運営協議会

に毎年度報告し、委員の意見を聴きながら取組の改善を図る。 

 

 

 

 


